
令和６年度岩美町事業所・企業調査集計結果 

令和 7 年 11 月～令和 7年 2 月実施 

 

（１）業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営者の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■前回と比較して大き

な変化は無かった。 

■経営者の年齢は60歳

以上が 54.6％、そのう

ち 70 歳以上が 34.0％

を占めている。 

■人数構成に大きな変

化はなく、「経営者の

み」との回答が 36.3％

を占めている。 
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（４）３年前との売上比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）直近決算の収益状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）最近の資金繰り状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「減少傾向」との回答

が減少しており、「増加

傾向」「横ばい」との回

答がそれぞれ増加して

いる状況。 

■「良くない」との回答

が 14.7％減少し、過半

数を下回っている。 

■前回と比較し「悪い」

「やや悪い」との回答

が 4.3％減少している。 
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（７）事業所の課題 

令和４年度調査（前回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度調査（今回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）今後の展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.3%

10.8% 9.3% 11.1%

17.6%

25.1% 25.4%

19.7% 21.1%

15.1% 15.1%

5.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

■今後の展望が「悪化」

とする事業所は、前回

調査に比べ 1.4％減少

している。 

■「好転」とする事業所

は5.7％増加している。 

■事業所の課題は、前

回と同様に「売上減少」

と回答した割合が最も

高くなっているが、前

回より11.8％減少して

いる。 
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（９）事業承継・継続の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）事業承継の予定時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）予定している後継者 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■前回と同様に「廃業

予定」または「事業承

継を検討していない」

事業所が 60％を超え

ている。また、「廃業予

定」と回答した事業所

のうち、約 9 割が事業

承継を検討せず廃業

予定となっている。 

■予定している後継者

は「子」が 74.2％で最

も多い。 

■前回調査から「具

体的に考えていな

い 」 と の 回 答 が

14.1 ％減少してい

る。一方、「3～5 年以

内」の承継予定が

12.2%増加し、最も高

い割合となってい

る。 
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（１２）廃業の予定時期 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１３）エネルギー、原材料価格等の高騰による影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１４）インボイス制度の影響 
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■廃業予定の事業所の

うち、37.7％の事業所

が「5 年以内」の廃業を

予定している。また、

「具体的に考えていな

い」との回答が減少し

ていることから、廃業

時期の検討を行う事業

者が増加している傾向

が窺える。 

■「ある」との回答が

66.4％となっており、

前回より 2.9％増加し

ている。 

■「ない」との回答が

78.5％と半数を超えて

いる。 



以下新設項目 

 

（１５）インボイス制度の登録状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１６）人件費の高騰、鳥取県最低賃金改定の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１７）従業員の充足状況 
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新設のためデータなし 

■「登録済み」との回答

が57.6％と半数を占め

ている。また、「登録し

ない」と回答した事業

者のうち、約 7 割が免

税事業者となってい

る。 

25.6% 74.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６年度

Ｒ４年度

ある ない

新設のためデータなし 

■「ない」との回答が

74.4％と半数を超えて

いる。 
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■「適正人員」との回答

が57.9％と半数を超え

ている一方、39.7％が

「不足」と回答してい

る。 



（１８）人材確保の課題 

令和４年度調査（前回） 

新設のためデータなし 

令和６年度調査（今回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１９）自由記載欄（抜粋） 

・人材不足、事業安定のために外国人労働者を受け入れていますが、賃貸住宅が

なく住居問題が毎回発生します。何か支援策などあれば助かります。 

・雇用支援策を充実させてほしい。 

・販路拡大の方策。 

・町内の住民が町内企業で働くのが理想であるが、路線バスと JR 等公共交通機

関が少なく、タクシーも予約したくてもつかまらない状況では働きたい所で働

けない又は行動が制限される。高齢者の働き方としても二次交通は考えてもら

いたいと思います。 

・観光に力を入れて頂いていることが心強い。 

・支援が充実していると思います。 

・町の補助金制度について条件緩和を希望。 

・リフォーム助成金の手厚い支援を希望します。 

・移住者を雇用した時の補助がほしい。 

・人が増えて産業が活性化する施策を期待する。 

・はじめて起業する人に町が仕事を出してあげたら、起業の足がかりとなる。 

・ふるさと納税での出品ができてありがたい。 

・物価、人件費等の高騰による支援。新事業展開についての補助金、情報提供。 

・あくまで個人の意見ですが、企業が外資を稼ぐ方向性に誘導してほしいです。 

・各種支援策やセミナーなど定期的にお声がけいただき、質問も気軽にし易い環

境をつくっていただいています。感謝しております。 
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■人材確保の課題は、

「特になし」と回答し

た割合が最も高く、半

数を占めている。 


